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出所：Google -地図データ（2008 年） 

 

注 1）アレキサンドリアから E-JUST サイトまでの距離は約 60km 

注 2）アレキサンドリアから E-JUST サイト（ボルグ・エル・アラブ）までの所要時間（陸路）で 1.5 時間、 

 カイロから E-JUST サイトまでは 3.5 時間 
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略 語 正式名称 日本語 

BOT Board of Trustees 理事会 

C/P Counterpart Personnel カウンターパート 

E-JUST Egypt-Japan University of Science and 

Technology 

エジプト日本科学技術大学 

EJEP Egypt-Japan Education Partnership エジプト・日本教育パートナーシップ 

FD Faculty Development 教員研修 

FIBH Faculty of International Business and 

Humanities 

国際ビジネス・人文学部 

FOE Faculty of Engineering 工学部 

JCAP JICA Country Analysis Paper JICA 国別分析ペーパー 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整会議 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

LACC Liberal Arts and Culture Centre リベラルアーツ教育・文化センター 

M/M Minutes of Meetings 協議議事録 

MOU Minutes of Understanding 交流協定 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

R/D Record of Discussions 討議議事録 
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UNHCR United Nations High Commissioner for 
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USAID United States Agency for International 

Development 
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事業事前評価表 
 

１．案件名（国名） 

 国 名：エジプト・アラブ共和国（エジプト） 

 案件名：エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクトフェーズ 3 

     Egypt-Japan University of Science and Technology（E-JUST）Project Phase 3 

 

２．事業の背景と必要性 

（1）当該国における高等教育セクターの開発の現状・課題及び本プロジェクトの位置づけ 

エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）では、近年高等教育の無償化及び拡

充政策により大学における教員 1 人当たりの学生数が増加しており、教育の質の低下が顕在

化している。特に工学部においては実験・実習機材の不足から座学による講義形式の教育が

中心であり、実践的・先端的な教育を実現している大学は限定的である。 

かかる状況に対応するため、エジプト政府は既存の国立大学とは異なる日本型の工学教育

の特徴「少人数、大学院・研究中心、実践的かつ国際水準の教育提供」をコンセプトとする

エジプト日本科学技術大学（以下、「E-JUST」と記す）を新設するための支援を 2005 年 8 月

に日本政府に要請した。さらに、2009 年 2 月両国政府は E-JUST 設立に係る協力枠組みを定

めた二国間協定を締結している。JICA は E-JUST 設立準備段階から技術協力プロジェクト

「E-JUST 設立プロジェクト（2008 年 10 月～2014 年 1 月）」を通じて E-JUST を支援してお

り、その結果 2010 年 2 月 E-JUST は工学系大学院1として開学した。続く「E-JUST プロジェ

クトフェーズ 2（2014 年 2 月～2019 年 1 月）」においては、工学系大学院の基盤強化に加え、

工学部及び国際ビジネス人文学部2の開設・運営を支援している（両学部ともに 2017 年 9 月

に開設）。 

2014 年 11 月エジプト政府は「高等教育開発のための政府戦略 2015-2030」を公表しており、

このなかで教員 1 人当たりの学生数の多さ、産業界との連携の不足、研究成果の低さ等を高

等教育分野の課題として挙げており、適切な質を有した教育・研究の提供、知識・科学技術

志向の社会に貢献する人材の育成を使命に掲げている。さらに、2016 年 2 月に同政府が公表

した「持続的開発戦略：エジプトビジョン 2030」では、持続的開発のために経済面、社会面、

環境面それぞれ重点分野を掲げ、そのうち教育及び訓練は社会面の重点項目の 1 つとして位

置づけられており、高等教育に関しては質の向上、公平性の実現、及び競争力の強化が目標

として言及されている。また、2016 年 2 月 29 日に両国間で合意に至った「エジプト・日本

 
1 2010 年 2 月に E-JUST は工学系大学院 3 学類（電気・電子・情報学類、創造理工学類、エネルギー・化学・環境学類）3 専

攻（電子通信工学専攻、メカトロ・ロボティクス工学専攻、エネルギー資源工学専攻）として開学し、2010 年 9 月に 1 専攻

（コンピュータ・情報工学専攻）、2011 年 2 月に 1 専攻（経営工学専攻）、同年 9 月 2 専攻（材料工学専攻並びに環境工学専

攻）、2012 年 9 月に 1 専攻（化学・石油化学専攻）と、段階的に工学系大学院各専攻が開設されていった。また、2017 年 9
月には学士課程である工学部（Faculty of Engineering：FOE）と国際ビジネス・人文学部（Faculty of International Business and 
Humanities：FIBH）が開設。2018 年 2 月には基礎・応用科学類が開設され、同学類の下に、2018 年 2 月にナノサイエンス専

攻、同年 9 月に応用数学専攻、エネルギー材料専攻、バイオテクノロジー専攻が開設され、現在工学系大学院 4 学類 12 専

攻が運営されている。 
2 国際ビジネス・人文学系大学院・学部は将来的に、3 学類（国際ビジネス学類、人間科学類、人文学類）、大学院 2 専攻（会

計・情報システム専攻、遺産科学専攻）、学部 3 学科（会計・情報システム学科、人的資源管理学科、投資・金融学科）が

開設される予定であるが、2018 年 10 月現在、このうち 2 学科（会計・情報システム学科、人的資源管理学科）が開設され

ており、今後段階的に大学院専攻・学部学科が開設されていく予定である。同学部の設置は上述の二国間協定に規定されて

おり、科学と経営学の融合による学際的な教育の提供を通じ、世界的なリーダーを育成することを同学部の使命としている。 
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教育パートナーシップ（Egypt-Japan Education Partnership：EJEP）」では、E-JUST を二国間協

力の「礎石」として位置づけ、同校を支援・強化する両国の決意が表明されている。 

E-JUST では、これまでの約 10 年間にわたる JICA からの協力を通じ、工学系大学院 10 専

攻を開設し、これまで合計 206 名の学位取得者（工学博士：117 名、工学修士 89 名）を輩出

してきた。また、2015 年にはエジプト国内の大学のなかで教員 1 人当たりの論文数が 1 位に

なる等成果を上げてきている。他方、現時点では小規模な大学院にとどまっており、研究の

水準についてもトップクラスには届いておらず、今後エジプト国内の工学系トップレベルの

研究大学として質の高い研究を自立的に実施できるようになることが課題である。工学部に

ついては、JICA はこれまでに 1・2 年生向けの理工系基礎科学科目における実験・実習重視

の日本型工学教育の導入に向けた取り組みを行っており、今後は工学系専門課程における研

究室中心教育の導入、卒業研究から大学院での研究までを通した教育・研究体制の構築等に

向けて効果的な学部運営を行っていくことが課題である。国際ビジネス・人文学部について

は、ゼミ制度導入等を通じた日本型教育手法の導入による教育の質の向上、国際ビジネス・

人文学系大学院新規専攻及び国際ビジネス・人文学部新規学科の開設支援、同大学院・学部

の中期計画立案等に取り組む必要がある。 

エジプト政府負担による E-JUST キャンパス建設事業については、第 1 期建設（教育・研

究棟、中核研究施設、図書館、事務棟等を含む）が 2019 年 1 月に完工予定である3。その後

は無償資金協力〔後述 3．（8）1）参照〕により工学部の実験・実習機材を導入予定であり、

その後同機材を活用した教育を本格的に展開することになる。 

大学運営面については、理事会の定期的な開催、学長・副学長を中心とした経営層、教授

会をはじめとする各種委員会の設置等、基本的な組織体制は整備されてきている。加えて、

2017 年にはエジプト国公立大学として初となる学部の独自入試を実施する等の成果を達成

している。他方、事務系部門の部署別年間計画の整備、E-JUST が新しく導入した学生登録シ

ステムのマニュアル作成、就職支援等、引き続き取り組むべき課題は多い。 

本プロジェクトの実施により、E-JUST への技術協力プロジェクトの実施は 15 年間に及ぶ。

そのため、大学院・学部の設立を目的とした現在と同規模の技術協力の実施は基本的に本プ

ロジェクトを最後とする。本プロジェクトのなかで、E-JUST と本邦大学が将来にわたり自立

的に協力していける関係を構築し、産業界との連携強化を促進することにより、E-JUST の学

術的、財政的自立を図っていく。他方、新たな課題が出てきた場合は、新しい切り口での技

術協力等の協力はあり得る。また、日本を冠した大学であることを踏まえると、日本との関

係性を維持するという観点から、特定の講義への教員の単発の短期派遣等の活動を細く長く

継続することも併せて検討していく。 

 

（2）高等教育セクターに対するわが国及び JICA の協力方針等と本プロジェクトの位置づけ 

本プロジェクトは持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）のゴール 9

「強靭なインフラの構築、包摂的で持続可能な工業化の促進とイノベーションの育成」に貢

献する案件として位置づけられる。わが国の対エジプト国別援助計画（2008 年 6 月）におい

ては、本プロジェクトは援助計画「持続的成長と雇用創出の実現」、重点セクター「輸出振興・

 
3 メインキャンパス第 1 期建設事業の進捗は遅延し、2019 年 10 月現在一部施設が完工している状況である。 
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産業育成セクター」の下、「産業人材の育成支援」の達成に資する協力として位置づけられ、

JICA の国別分析ペーパーにおいては、協力プログラム「日本式教育・人材育成支援プログラ

ム」の達成に資するプロジェクトとして位置づけられる。 

 

（3）当該セクター/地域における他の援助機関の対応 

高等教育セクターでは、国際機関や先進国等による奨学金プログラムを中心とした協力が

行われている。欧州連合は「エラスムス・プラス」事業（2014～2020 年）を通じ留学や研修

を支援しており、ドイツ学術交流会は奨学金、学術・研究等を支援、アメリカ合衆国国際開

発庁（United States Agency for International Development：USAID）は「米国－エジプト高等教

育イニシアティブ」の下、奨学金プログラムを提供している。 

また、エジプトでは 1990 年代から高等教育省のイニシアティブの下、複数の外国系大学が

設立されているが、これらの大学は私立であり、授業料も高いため、入学者は富裕層に限定

されがちで、かつ学部中心の構成である。E-JUST は、大学院に重点を置きつつ学部から大学

院に至る一貫した質の高い教育・研究を実践する公立の高等教育機関であり、これら外国系

大学のコンセプトとは一線を画している。 

 

３．事業概要 

（1）事業目的 

本プロジェクトは、質の高い研究・教育の実践、国内外の関係機関との多層的なネットワ

ークの強化、適切な組織運営を行うことにより、E-JUST がエジプト国内でトップレベルの研

究大学としての基盤が確立されることを図り、もって E-JUST が輩出する産業・科学技術人

材が中東・アフリカ地域の高等教育セクターや産業界の発展に寄与するもの。 

 

（2）プロジェクトサイト/対象地域名 

エジプト・アラブ共和国アレキサンドリア県ボルグ・エル・アラブ市（人口：約 17 万人、

面積：約 190km2） 

 

（3）本プロジェクトの受益者（ターゲットグループ）  

直接受益者：E-JUST 教職員：計 282 名（教員 49 名、職員数 233 名。2018 年 10 月の実績

値） 

最終受益者：E-JUST の学生 3,140 名（2023 年時の計画値。工学系大学院 350 名、工学部

1,931 名、国際ビジネス・人文学系大学院 80 名、国際ビジネス・人文学部 779

名） 

 

（4）総事業費（日本側）：20 億円 

 

（5）事業実施期間：2019 年 2 月～2024 年 1 月（5 年間） 

 

（6）事業実施体制 

1） 実施機関：エジプト日本科学技術大学（E-JUST） 
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2） 監督官庁：高等教育省 

 

（7）投入（インプット） 

1） 日本側 

①専門家派遣（合計約 383 人/月）：チーフアドバイザー、サブチーフアドバイザー、副学

長（国際・地域連携担当）/学長アドバイザー、副学長（研究担当）/学長アドバイザー、

技術アドバイザー/基礎・応用科学類長アドバイザー、アカデミックアドバイザー（FIBH/

リベラルアーツ教育）、業務調整/教育制度・FOE、業務調整/FIBH・リベラルアーツ教育、

業務調整/FOE・FIBH、等 

②研修員受入れ：就職支援 

③第三国研修：中東・アフリカ地域留学生受入支援 

④業務実施契約：工学系大学院・工学部支援、国際ビジネス・人文学系大学院・国際ビジ

ネス・人文学部支援、リベラルアーツ教育支援、大学運営能力強化支援 

2） エジプト側 

①カウンターパート（Counterpart Personnel：C/P）の配置：学長、副学長（教育・教務担

当）、学部長、学類長、専攻長、リベラルアーツ教育・文化センター（Liberal Arts and Culture 

Centre：LACC）長、事務局長、事務系部門課長等。 

②キャンパス 

③エジプト国籍学生及び留学生向け奨学金 

④大学運営経費（機材維持管理経費、水道・光熱費、通信費含む） 

⑤プロジェクトチーム執務スペース 

 

（8）他事業、他援助機関等との連携・役割分担 

1） わが国の援助活動 

技術協力プロジェクト E-JUST 設立プロジェクト及び E-JUST プロジェクトフェーズ 2

を通じ、E-JUST 工学系大学院、工学部、国際ビジネス・人文学部の開設・運営を支援。さ

らに、無償資金協力「太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画」により E-JUST 新

キャンパス内に太陽光発電施設を、無償資金協力「第一次・第二次エジプト日本科学技術

大学教育・研究機材調達計画」により工学部用実験・実習機材計約 600 品目を供与予定。 

また、JICA 開発大学院連携における共通プログラムの一部を E-JUST 学部・大学院学生

に配信し、日本の開発経験の理解促進を図ることも検討する。具体的には、通信もしくは

DVD による講義配信を想定し、履修科目外の特別講義の位置づけで全学生が受講できるよ

う検討するとともに、将来的には、一般教養科目「日本文化」の一部に組み込む可能性や

独立した科目として設置する可能性も含め検討していく。 

2） 他援助機関等の援助活動 

国際機関連携無償「シリア難民に対する高等教育の機会の提供」：国連難民高等弁務官

（United Nations High Commissioner for Refugees：UNHCR）との連携を通じ、エジプト国内

に避難しているシリア難民子弟の E-JUST 学部での受入れを支援。2018 年 9 月に 4 名の学

部学生が E-JUST 工学部に入学した。 
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（9）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1） 環境社会配慮 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠：本プロジェクトは、環境社会配慮ガイドライン上、環境への望

ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

2） 横断的事項 

特になし。 

3） ジェンダー分類：【ジェンダー案件】GI（S）ジェンダー活動統合案件 

〈活動内容/分類理由〉 

E-JUST はこれまでに保育所設置等を通じ、工学系大学院への女子学生就学を促進してお

り、同学生は全体の 27.9％を占める。本プロジェクトにおいても、引き続きジェンダー視

点に立った大学運営を通じ、女性教員及び女子学生の増加をめざす。 

 

（10）その他特記事項 

1） 安全管理 

カイロ首都圏及びアレキサンドリア市街地、並びに E-JUST 周辺地域の危険度は必ずしも

高くはないが安全管理には十分留意する。調査団や長期・短期専門家、業務実施契約業務従

事者が現地渡航する際は、事前に安全管理関連情報を人間開発部・JICA エジプト事務所・プ

ロジェクトチームに連絡するとともに、安全管理研修（Web 版）の受講、外務省「たびレジ」

の事前登録、JICA エジプト事務所からの安全情報収集を必須とする。また、プロジェクトチ

ームは渡航者の現地宿泊先と勤務地間の交通の手配を行うとともに携帯電話を貸与する。さ

らに、渡航者がエジプト国内で移動する場合は、現地事務所への事前の届出の提出を必須と

する。 

 

４．事業の枠組み 

（1）上位目標：E-JUST が輩出する産業・科学技術人材が中東・アフリカ地域の高等教育セクタ

ーや産業界の発展に貢献する。 

〈指標及び目標値〉 

・中東・アフリカ地域（エジプト含む）に輩出した修了生数 

・E-JUST 修了生が中東・アフリカ地域（エジプト含む）の高等教育及び産業界の発展に貢

献した事例4が 20 件以上確認される 

 

（2）プロジェクト目標：E-JUST がエジプト国内のトップレベルの研究大学としての基盤を確立

する。 

〈指標及び目標値〉 

・教員 1 人当たりの学術誌論文採録数と学会発表数が国内トップ 3 位以内を維持する 

・民間企業からの研究委託事業件数/獲得数が 20％増加する 

・競争的研究資金の獲得件数/獲得額が 20％増加する 

 
4 E-JUST 修了生が高等教育機関あるいは民間企業に就職し、関連の賞を受賞する等の事例を想定。 



vi 

・中期計画（事業計画・財務計画含む）が立案される 

・中期計画に基づく年間計画が立案され、進捗が評価される 

・博士課程・修士課程修了生の 90％が修了後 1 年以内に就職する 

・学士課程修了生の 80％が修了後 1 年以内に就職する 

 

（3）成果 

成果 1： E-JUST が自立的に工学系大学院及び工学部を運営し、学部から大学院にいたる一

貫した質の高い研究・教育を持続的に実施できるようになる。 

成果 2： E-JUST が国際ビジネス・人文学系大学院及び国際ビジネス・人文学部の拡充を行

い、自立的に同大学院・同学部を運営し、学部から大学院にいたる質の高い研究、

教育を持続的に実施できるようになる。 

成果 3： E-JUST がリベラルアーツ教育を全学体制で実施できるようになる。 

成果 4： エジプト国内外の高等教育機関、産業界、加えて地域社会とのネットワークが強

化される。 

成果 5： エジプト国内のトップレベルの研究大学に相応しいガバナンス能力を有した大学

運営が行われる。 

 

５．前提条件・外部条件 

（1）前提条件 

エジプト政府が E-JUST キャンパス建設事業（第 1 期）をプロジェクト開始までに完工す

る。 

 

（2）外部条件 

エジプト政府が E-JUST 大学院新規専攻及び学部新規学科開設を認可する。 

 

６．過去の類似案件の教訓と本プロジェクトへの適用 

E-JUST 設立プロジェクト事後評価（2016 年度実施）では、全体的な評価は高いとしつつも、

排水・廃液対策を含む研究室の安全対策を課題として指摘しており、2020 年 10 月に竣工予定の

新キャンパスが日本の大学に準じた環境配慮を実現できるよう本プロジェクトのなかで取り組む。 

 

７．評価結果 

本プロジェクトは、当国の開発課題・開発政策並びにわが国及び JICA の協力方針・分析に合

致し、E-JUST の研究・教育能力、大学運営能力の向上を通じてエジプトの高等教育分野の改善に

資するものであり、SDGs ゴール 9「強靭なインフラの構築、包摂的で持続可能な工業化の促進と

イノベーションの育成」に貢献すると考えられることから、事業の実施を支援する必要性は高い。 
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８．今後の評価計画 

（1）今後の評価に用いる主な指標 

４．のとおり。 

 

（2）今後の評価スケジュール 

事業完了 3 年後 事後評価 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 背景と目的 

エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）は、近年国立大学における授業料の無

償化により学生数が増加しており、これに伴い教員 1 人当たりの学生数も増加、教育の質の低下

が深刻化している。エジプト国内の大学における講義は全般的に座学による理論中心で、実践的、

先端的な教育を行う大学は限定的であり、研究面においても研究機材の不足等により、総じて大

学の研究能力は高くない。そのため理工系分野の優秀な学生は海外留学し、海外で就職すること

が多く、優秀な人材の頭脳流出は当該国の大きな課題となっている。 

これらの課題に対応するため、エジプト政府は、「2022 年までの経済・社会開発計画に関する

戦略的枠組み」において、高等教育のなかの戦略の 1 つとして、科学と知識の国際的な水準を高

めること、「持続的開発戦略：エジプト・ビジョン 2030」では、教育の指標の 1 つとして、世界

トップ 500 大学のなかに、エジプトから少なくとも 1 大学が入ることを明記する等、国内大学の

科学技術水準の向上に力を入れている。 

上記の高等教育セクターの課題に対応するため、2005 年にエジプト政府は、同国内の既存大学

とは異なる日本型工学教育の特徴を生かした「少人数、大学院・研究中心、実践的かつ国際水準

の教育提供」をコンセプトとした「エジプト日本科学技術大学（Egypt-Japan University of Science 

and Technology：E-JUST）」の設立支援をわが国に要請した。また、2009 年にエジプト政府及びわ

が国政府は「エジプト日本科学技術大学の設置に関する日本政府とエジプト政府との間の協定（以

下、「二国間協定」と記す）」を締結し、両国政府が E-JUST の設置及び運営を行っていくことに

合意している。 

これらに基づき、JICA は E-JUST 設立準備段階から技術協力プロジェクト「E-JUST 設立プロ

ジェクト（2008 年 10 月～2014 年 1 月）」を通じて E-JUST を支援しており、その結果 2010 年 2

月 E-JUST は工学系大学院として開学した。続く「E-JUST プロジェクトフェーズ 2（2014 年 2 月

～2019 年 1 月）」においては、工学系大学院の基盤強化に加え、工学部及び国際ビジネス人文学

部の開設・運営を支援している。 

2018 年 8 月エジプト政府は、これまでの E-JUST への協力を更に深化・発展させることを目的

に、「エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクトフェーズ 3」を日本政府に要請。2019

年 7 月日本政府は同要請を採択した。これらを受けて、JICA は 2018 年 9～10 月に詳細計画策定

調査を実施した。同調査は、これまで 10 年にわたる技術協力プロジェクトによって達成された成

果と残された課題を踏まえつつ、新規技術協力プロジェクトの協力の枠組み（上位目標、プロジ

ェクト目標、成果、活動、投入、実施体制等）をエジプト側と協議し、合意した内容について協

議議事録（Minutes of Meetings：M/M）（付属資料 1.を参照）を締結することを目的に実施された

ものである。 

なお、同調査の結果を踏まえ、2018 年 11 月 5 日、E-JUST と JICA との間で討議議事録（Record 

of Discussions：R/D）が署名されている（付属資料 2.を参照）。 
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１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括・団長 熊谷 晃子 JICA 人間開発部 部長 

高等教育 梅宮 直樹 
JICA 人間開発部 高等教育・社会保障グループ  

高等・技術教育チーム 課長 

協力企画 1 樋口 創 
JICA 人間開発部 高等教育・社会保障グループ  

高等・技術教育チーム 主任調査役 

協力企画 2 十田 麻衣 
JICA 人間開発部 高等教育・社会保障グループ  

高等・技術教育チーム 専門嘱託 

評価分析 石飛 愛 合同会社適材適所 コンサルタント 

 

１－３ 調査日程 

詳細計画策定調査は、2018 年 9 月から 10 月の約 1 カ月間にかけて行われ、うち、現地調査は

9 月 15 日～28 日までの日程で実施した。詳細は表－１のとおり。 

 

表－１ 詳細計画策定調査現地調査日程 

日  付 曜 日 用   務 

9 月 13 日 木 17:15 対処方針会議 

9 月 14 日 金 22:00 成田国際空港出発（評価分析団員） 

9 月 15 日 土 10:05 カイロ国際空港到着、陸路でアレキサンドリアに移動 

9 月 16 日 日 10:30 岩井専門家との面談 

11:30 作増専門家との面談 

13:00 学校法人立命館木村団員との面談 

14:00 Mahmooud Amin エネルギー資源工学専攻長との面談 

15:00 後藤専門家との面談 

9 月 17 日 月  9:30 寺野専門家との面談 

10:30 鈴木専門家との面談 

11:30 松下専門家との面談 

14:30  El-Shazly 化学・石油化学工学専攻長との面談 

9 月 18 日 火  9:30  Ahmed El-Mahdi コンピュータ・情報工学専攻長との面談 

11:30  Saleh Gomaa 事務局長との面談 

13:00  Mahmoud Ismail CINTECH 局長との面談 

14:00  Ahmed Abdelmoneim 基礎・応用科学類長との面談 

15:00  Adel Ryan 国際ビジネス・人文学部長との面談 

9 月 19 日 水  9:30  Nada 教育・教務担当副学長との面談 

10:30  Mona エネルギー・化学・環境工学類長との面談 

11:30  Abdel Fattah Mahmoud Mohamed メカトロ・ロボティクス工学専攻長と

の面談 

13:00  技術部職員（国別研修参加者）との面談 

14:00  Amr El-Tawil 創造理工学類長との面談 

9 月 20 日 木 10:30  Mohammad Abo Zahhad 電気・電子・情報学類長との面談 

11:30  Mohsen Khozami QACC 長との面談 
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日  付 曜 日 用   務 

12:30  学生課職員との面談 

15:00  修了生との面談 

9 月 21 日 金 16:00  協力企画 1・2 団員到着 

18:00  団内協議 

9 月 22 日 土 資料作成 

9 月 23 日 日  8:00  プロジェクトチームとの打合せ 

11:00  Ahmed El-Gohary 学長との面談 

12:00  プロジェクトチームとの打合せ 

16:00  高等教育団員到着 

18:00  団内打合せ 

9 月 24 日 月 資料作成 

9 月 25 日 火 10:00  ミニッツ協議 

19:00  団長到着 

9 月 26 日 水 11:00 キャンパス建設現場視察 

12:00 供与機材の視察 

13:00 昼食会 

14:00 事前会合（Ahmed El-Gohary 学長、団長、高等教育） 

15:00 エル・ゴハリ学長との協議 

16:00 ミニッツ署名 

17:00  移動（ボルグ・エル・アラブ⇒カイロ） 

9 月 27 日 木 10:30 JICA エジプト事務所報告 

12:30 E-JUST カイロオフィス視察 

18:40 カイロ国際空港発 

9 月 28 日 金 17:35  成田国際空港着 

 

10 月 11 日 木 17:30  帰国報告会 

 

１－４ 主要面談者 

（1）エジプト日本科学技術大学（E-JUST） 

氏 名 役職名 

Ahmed EL-Gohary President 

Sameh Nada Vice President for Education and Academic Affairs 

Mona Gamal Dean of School of Energy Resource, Environment, Chemical and 

Petrochemical Engineering 

Mohammad Abo Zahhad Dean of School of Electronics, Communication & Computer Engineering 

Amr El-Tawil  Dean of School of Innovative Design Engineering 

Adel Ryan,  Dean of Faculty of International Humanities and Business 

Ahmed Abdelmoneim  Dean of School of Basic and Applied Science 

Mahmoud Amin Chair of Department of Energy Resources  

ElShazly Chair of Department of Chemical and Petrochemical Engineering 



－4－ 

氏 名 役職名 

Ahmed El-Mahdi  Chair of Department of Computer Science and Engineering  

Prof. AbdelFattah Mahmoud 

Mohamed 

Chair of Department of Mechatronics and Robotics Engineering 

Mahmoud Ismail CINTECH 

Mohsen Khozami Quality Assurance and Accreditation Center 

Saleh Gomaa Secretary General 

Razan Yousef Student Affairs 

Nancy Arif Student Affairs 

Essam Mohamed Ahmed 

Mohamed 

Post Graduate Student  

 

（2）エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクトフェーズ 2 プロジェクトチーム 

氏 名 役職名 

岩井 淳武 チーフアドバイザー 

作増 良介 サブチーフアドバイザー 

鈴木 正昭 副学長（国際・地域連携担当）/学長アドバイザー 

後藤 敏    副学長（研究担当）/学長アドバイザー 

松下 慶寿 技術アドバイザー/基礎・応用科学類長アドバイザー 

寺野 摩弓 アカデミックアドバイザー/業務調整 

三宅 智穂 業務調整/教育制度 

木村 聡子 業務調整/機材計画 

上原 美穂 業務調整/学部開設支援 

 

（3）JICA エジプト事務所 

氏 名 役職名 

大村 佳史 所長 

松崎 瑞樹 次長 

椎谷 徳子 所員 
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第２章 事業実施の背景と必要性 
 

２－１ エジプトにおける高等教育セクターの現状・課題とこれまでの JICA による協力 

エジプトでは、高等教育の無償化及び拡充政策により学生数が増加を続けており、2008 年に

29.4％であった総就学率は 2016 年には 34.4％に達している。学生数の増加により、教員対学生比

の悪化、座学中心の教育の実施等教育のマスプロ化による質の低下が深刻化している。例えば、

同国最大の国立大学であるカイロ大学の学生は 26 万人で、工学系大学院・学部の教員 1 人当たり

の学生数はおよそ 1：27 となっている。また、高度な研究機材が不足し研究能力も高くはない。

このような状況の下、特に理工系分野の優秀な学生は海外に留学し、そのまま就職する者が多く、

頭脳流出が大きな問題となっている。 

かかる状況のなか、エジプト政府は国内のエジプトの国公立大学とは異なる、日本型の工学教

育の特徴を生かした少人数、大学院・研究中心、実践的かつ国際水準の教育の提供を中心に据え

た E-JUST を 2005 年 8 月に日本政府に要請。2009 年 2 月には両国政府は E-JUST 設立に係る協力

枠組みを定めた二国間協定を締結している。 

JICA は E-JUST 設立準備段階から技術協力プロジェクト「E-JUST 設立プロジェクト（2008 年

10 月～2014 年 1 月）」を通じて E-JUST を支援しており、その結果 2010 年 2 月 E-JUST は工学系

大学院として開学した。続く「E-JUST プロジェクトフェーズ 2（2014 年 2 月～2019 年 1 月）」に

おいては、工学系大学院の基盤強化に加え、工学部及び国際ビジネス人文学部の開設・運営を支

援している（両学部ともに 2017 年 9 月に開設）。 

 

２－２ エジプトにおける高等教育セクターの開発政策と本プロジェクトの位置づけ 

2014 年 11 月エジプト政府は「高等教育開発のための政府戦略 2015-2030」を公表しており、こ

のなかで教員 1 人当たりの学生数の多さ、産業界との連携の不足、研究成果の低さ等を高等教育

分野の課題として挙げており、適切な質を有した幅広い教育・研究を通じた知識重視・科学技術

中心型経済への貢献を目標としている。2016 年 2 月に公表された「持続的開発戦略：エジプトビ

ジョン 2030」においては、持続的開発のために経済面、社会面、環境面それぞれにおいての重点

分野が掲げられ、「教育及び訓練」が社会面での重点項目の 1 つとされ、特に高等教育に関しては

質の向上、公平性の実現、競争力の強化が目標とされている。また、2016 年 2 月 29 日に両国間

で合意に至ったエジプト・日本教育パートナーシップ（Egypt-Japan Education Partnership：EJEP）

では、「E-JUST の推進」を重点分野のうちの 1 つとして位置づけ、同校を支援・強化する両国の

決意が改めて表明されている。E-JUST への支援はこの EJEP の実現にも貢献するということがで

きる。 

本プロジェクトは E-JUST という国公立大学の研究、教育、運営の質の向上をめざすものであ

り、これらはエジプト政府及びわが国の政策目標と合致するものである。 
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第３章 技術協力プロジェクトの基本計画 
 

３－１ 協力の枠組み 

（1）上位目標 

E-JUST が輩出する産業・科学技術人材が中東・アフリカ地域の高等教育セクターや産業界

の発展に貢献する。 

〈指標〉 

・中東・アフリカ地域（エジプト含む）に輩出した修了生数 

・E-JUST 修了生が中東・アフリカ地域（エジプト含む）の高等教育及び産業界の発展に貢

献した事例が 20 件以上確認される 

 

（2）プロジェクト目標 

E-JUST がエジプト国内のトップレベルの研究大学としての基盤を確立する。 

〈指標〉 

・教員 1 人当たりの学術誌論文採録数と学会発表数が国内トップ 3 位以内を維持する 

・民間企業からの研究委託事業件数/獲得額が 20％増加する 

・競争的研究資金の獲得件数/獲得額が 20％増加する 

・中期計画（事業計画・財務計画含む）が立案される 

・中期計画に基づく年間計画が立案され、進捗が評価される 

・博士課程・修士課程修了生の 90％が修了後 1 年以内に就職する 

・学士課程修了生の 80％が修了後 1 年以内に就職する 

 

（3）成果 

1） 成果 1：E-JUST が自立的に工学系大学院及び工学部を運営し、学部から大学院にいたる

一貫した質の高い研究・教育を持続的に実施できるようになる。 

〈指標〉 

【学士課程】 

・教員対学生比を 1：20 以下とする。 

・50％以上の科目で実験・実習機材を用いる。 

【修士・博士課程】 

・すべての研究室で研究室中心型教育が実施される。 

・教員対学生比を 1：10 以下とする。 

2） 成果 2：E-JUST が国際ビジネス・人文学系大学院及び国際ビジネス・人文学部の拡充を

行い、自立的に同大学院・同学部を運営し、学部から大学院にいたる質の高い研究、教育

を持続的に実施できるようになる。 

〈指標〉 

【学士課程】 

・教員対学生比を 1：25 以下とする。 

・国内支援大学教員が共指導を担当する学部共通科目、学類共通科目において、80％以

上の学生が満足度 3 以上をつける（1 から 4 まで）。 
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【修士・博士課程】 

・教員対学生比を 1：10 以下とする。 

【共通】 

・（国際ビジネス・人文学部）中期事業計画に則り、大学院新専攻、学部新学科が開設さ

れる。 

・国際ビジネス・人文学系大学院各専攻及び同学部各学科で、ゼミ制度が導入され、実

践される。 

3） 成果 3：E-JUST がリベラルアーツ教育を全学体制で実施できるようになる。 

〈指標〉 

・リベラルアーツ教育・文化センター（Liberal Arts and Culture Centre：LACC）が設立さ

れる。 

・国内支援大学教員が共指導を担当する一般教養科目において、80％以上の学生が満足

度 3 以上をつける（1 から 4 まで）。 

4） 成果 4：エジプト国内外の高等教育機関、産業界、加えて地域社会とのネットワークが

強化される。 

〈指標〉 

・留学生受入制度が確立される。 

・産業界からの奨学金や寄付の件数及び資金額が増加する。 

・エジプト内外の大学との覚書の件数が増加する。 

・共同研究の件数が増加する。 

・エジプト国内外の高等教育機関及びその他機関から研究者及び他専門家が E-JUST を

来訪する件数が増加する。 

5） 成果 5：エジプト国内のトップレベルの研究大学に相応しいガバナンス能力を有した大

学運営が行われる。 

〈指標〉 

・学生管理システムを利用した各種業務マニュアルが作成される。 

・インターンシップに係る学則が整備され、担当部署が設立され、インターンシップが

実施される。 

・就職支援プログラムの行動計画に沿って各種活動が実践される。 

・事務系部門の部署において年間活動計画が立案される。 

・年間活動計画に基づき人事評価制度が導入される。 

・研究室の安全管理及び環境保護に係る部署が設立される。 

 

（4）活動 

1） 成果 1 に係る活動 

1. 工学部（Faculty of Engineering：FOE）において、基礎理論の習得と実験・実習を重視し

た教育課程を開設し、実践する。 

2. 工学部最終学年の学生に対する卒業研究制度が導入される。 

3. 教員、大学院学生、工学部最終学年学生を構成メンバーとする研究室を中心とした研

究・教育体制を構築する。 
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4. E-JUST 教員と本邦国内支援大学教員の共同指導を通じ、大学院生に対する国際水準の研

究成果につながる研究指導を行う。 

5. 工学系大学院並びに同学部の運営方針、教員配置・採用計画、競争的資金獲得、共同研

究実施に係る方針・規程等を策定し、現状に則して同方針・規程等を見直しつつ、同大

学院並びに学部を運営する。 

6. E-JUST に供与された機材を適切に維持管理し、有効活用する。 

2） 成果 2 に係る活動 

1. 国際ビジネス・人文学部（Faculty of International Business and Humanities：FIBH）共通及

び国際ビジネス学類共通科目を開設し、質の高い講義を実践する。 

2. 国際ビジネス・人文学系大学院及び同学部の各研究室において、日本式のゼミ教育を導

入する。 

3. 国際ビジネス・人文学系大学院並びに同学部の運営方針、教員配置・採用計画、競争的

資金獲得、共同研究実施に係る方針・規程等を策定し、また、現状に則して同方針・規

程等を見直しつつ、同大学院並びに同学部を運営する。 

4. 中期事業計画に基づき国際ビジネス・人文学系大学院新専攻、同学部新学科を開設する。 

3） 成果 3 に係る活動 

1. LACC を設立する。 

2. LACC の学則に基づいた 5 カ年計画を策定し、同計画に基づき LACC が運営される。 

3. 一般教養科目のうち中核的な科目を実施する。 

4） 成果 4 に係る活動 

1.中東・アフリカ地域からの留学生を受入れる制度が構築される。 

2.エジプト国内外の産業界との連携が強化される。 

3.共同研究や各種教育活動の実施を通じ、E-JUST とエジプト国内外の高等教育機関・研究

者・関連機関との学術ネットワークを強化する。 

4.E-JUST と地域社会とのネットワークを強化する。 

5） 成果 5 に係る活動 

1. 学生管理システムを用いた各種運用マニュアルを作成する。 

2. キャリア教育、就職支援に関する組織強化と活動を実施する。 

3. 民間資金（競争的資金、企業からの献金、個人からの寄付金等）獲得・活用に係る制度

を整備する。 

4. 中期計画（教員・学生の目標数や財務計画を含む）を策定する。 

5. 中期計画を基に年間計画を策定する。 

6. PDCA サイクルが導入される（部署別年間計画が立案され、それに沿って活動が行われ、

結果が評価される）。 

7. 新キャンパスにおいて、環境配慮した形で教育・研究機材が活用される。 

 

３－２ 投入 

（1）日本側 

1） 専門家派遣：チーフアドバイザー、サブチーフアドバイザー、副学長（国際・地域連携

担当）/学長アドバイザー、副学長（研究担当）/学長アドバイザー、技術アドバイザー/基
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礎・応用科学類長アドバイザー、アカデミックアドバイザー（FIBH/リベラルアーツ教育）、

業務調整/教育制度・FOE、業務調整/FIBH・リベラルアーツ教育、業務調整/FOE・FIBH、

等 

2） 研修員受入れ：就職支援 

3） 第三国研修：中東・アフリカ地域留学生受入支援 

4） 業務実施契約：工学系大学院・工学部支援、国際ビジネス・人文学系大学院・国際ビジ

ネス・人文学部支援、リベラルアーツ教育支援、大学運営能力強化支援 

 

（2）エジプト側 

1） カウンターパート（Counterpart Personnel：C/P）の配置：学長、副学長（教育・教務担

当）、学部長、学類長、専攻長、LACC 長、事務局長、事務系部門課長等。 

2） キャンパス 

3） エジプト国籍学生及び留学生向け奨学金 

4） 大学運営経費（機材維持管理経費、水道・光熱費、通信費含む） 

5） プロジェクトチーム執務スペース 

 

３－３ 協力対象地域・受益者 

（1）プロジェクト対象地域 

エジプト・アラブ共和国アレキサンドリア県ボルグ・エル・アラブ市（人口：約 17 万人、

面積：約 190km2）。 

 

（2）プロジェクト受益者 

1） 直接受益者：E-JUST 教職員：計 282 名（教員 49 名、職員数 233 名5） 

2） 最終受益者：E-JUST の学生 3,140 名（工学系大学院 350 名、工学部 1,931 名、国際ビジ

ネス・人文学系大学院 80 名、国際ビジネス・人文学部 779 名6） 

 

３－４ プロジェクトの実施体制 

（1）プロジェクトの意思決定 

一般的に技術協力プロジェクトでは、主要な意思決定の場として、合同調整会議（Joint 

Coordination Comittee：JCC）を設置することが多いが、本プロジェクトにおいては、年 2 回

開催される E-JUST の理事会（Board of Trustees：BOT）が上記機能の大半を担っているため、

JCC は設置しない。他方、プロジェクトチームと JICA が年間の活動計画や投入計画を協議

する場としては、別途の会議の場を設ける。 

 

（2）日本側支援体制 

フェーズ 2 と同様に、日本国内の支援大学、政府関係者、民間企業関係者等で構成される

国内支援委員会を設置する。また、同会の下に、工学や経営・人文学分野ごとの専門部会も

必要に応じて設置する。 

 
5 2018 年 10 月時点の教職員数。 
6 E-JUST による 2018 年 9 月時点での 2023 年の計画値。 
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３－５ 前提条件・外部条件 

（1）前提条件 

エジプト政府が E-JUST キャンパス建設事業（第 1 期）をプロジェクト開始までに完工す

る。 

 

（2）外部条件 

エジプト政府が E-JUST 大学院新規専攻及び学部新規学科開設を認可する。 

 

３－６ 環境社会配慮 

環境社会配慮カテゴリ分類：C 

カテゴリ分類の根拠：本プロジェクトは、環境社会配慮ガイドライン上、環境への望ましくな

い影響は最小限であると判断されるため。 

 

３－７ 関連する援助活動 

（1）日本の援助活動 

技術協力プロジェクト「E-JUST 設立プロジェクト」及び「E-JUST プロジェクトフェーズ

2」を通じ、E-JUST 工学系大学院、工学部、国際ビジネス・人文学部の開設・運営を支援。

さらに、無償資金協力「太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画」により E-JUST 新

キャンパス内に太陽光発電施設を、無償資金協力「第一次・第二次エジプト日本科学技術大

学教育・研究機材調達計画」により工学部用実験・実習機材計約 600 品目を供与予定である。 

加えて、JICA 開発大学院連携における共通プログラムの一部を E-JUST 学部・大学院学生

に配信し、日本の開発経験の理解促進を図ることも検討する。具体的には、通信もしくは DVD

による講義配信を想定し、履修科目外の特別講義の位置づけで全学生が受講できるよう検討

するとともに、将来的には、一般教養科目「日本文化」の一部に組み込む可能性や独立した

科目として設置する可能性も含め検討する。 

 

（2）他ドナーの援助活動 

国連難民高等弁務官との連携を通じ、エジプト国内に避難しているシリア難民子弟の

E-JUST 学部での受入れを支援。2018 年 9 月に 4 名の学部学生が E-JUST 工学部に入学した。 

 

３－８ プロジェクト実施上の留意点 

本プロジェクトの実施により、E-JUST への技術協力プロジェクトの実施は 15 年に及ぶことに

なるため、大学院・学部の設立を目的とした現在と同規模の技術協力の実施は、基本的には本プ

ロジェクトを最終とすることをエジプト側と合意している。そのため、本プロジェクトにおいて

も、E-JUST と本邦大学が将来にわたり自立的に協力していける関係を構築し、産業界との連携強

化を促進することにより、E-JUST の学術的、財政的自立を図ることをめざしていく。 

他方、上述以外の新たな課題が出てきた場合は、新しい切り口での技術協力等の協力は考え得

る。日本を冠した大学であることを踏まえると、日本との関係性を維持するという観点から、例

えば、特定の講義への教員の単発派遣等、小規模でも日本の顔が見える活動の継続は検討可能と

している。  
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第４章 プロジェクトの事前評価 
 

４－１ 妥当性 

エジプト及び日本の政策との整合性、ターゲットグループのニーズとの合致、前フェーズまで

の成果と課題との整合性により、本プロジェクト実施の妥当性は高い。 

 

（1）エジプトの開発政策との整合性 

2014 年 11 月にエジプト政府は「高等教育開発のための政府戦略 2015-2030」を公表してお

り、このなかで教員 1 人当たりの学生数の多さ、産業界との連携の不足、研究成果の低さ等

を高等教育分野の課題として挙げ、「適切な質を有した教育・研究の提供」、「知識・科学技術

志向の社会に貢献する人材の育成」を使命に掲げている。さらに、2016 年 2 月に同政府が公

表した「持続的開発戦略：エジプトビジョン 2030」では、持続的開発のために経済面、社会

面、環境面それぞれの重点分野を掲げた。そのうち「教育及び訓練」は社会面の重点項目の

1 つとして位置づけられており、高等教育に関しては「質の向上」、「公平性の実現」及び「競

争力の強化」が目標として言及されている7。 

本プロジェクトは、少人数教育を通じた質の高い研究・教育の実践、国内外の関係機関と

の多層的なネットワークの形成、適切な組織運営を行うことにより、E-JUST をエジプト国内

トップレベルの研究大学として確立し、エジプト及び中東・アフリカ地域の高等教育セクタ

ーや産業界の発展に寄与する人材育成をめざしており、これらのエジプトの開発政策との整

合性は非常に高い。 

 

（2）日本の支援政策との一致 

2009 年 5 月に策定されたわが国の「対エジプト事業展開計画」の重点プログラムの 1 つが

「産業人材育成支援」であり、「熟練技術者の育成や高度な専門知識や技術を有する人材の

中・長期的な視点での育成を支援する」ことをめざしている。本プロジェクトは E-JUST を

通じてエジプト及び中東・アフリカ地域の高等教育セクターや産業界の発展に寄与できる人

材の育成をめざしていることから、同計画の目標にも合致している。また、2016 年 2 月 29

日に両国間で合意に至った EJEP では、「E-JUST の推進」を重点分野のうちの 1 つとして位

置づけ、同校を支援・強化する両国の決意が改めて表明されている。E-JUST への支援はこの

EJEP の実現にも貢献するということができる。 

さらに、2016 年 3 月に策定されたエジプト版の JICA 国別分析ペーパー（JICA Country 

Anaysis Papaer：JCAP）においては、重点分野の 1 つに「人的資源の育成・公的セクターの

改善」を置いており、その協力プログラムの 1 つに「日本式教育・人材育成支援プログラム」

がある。E-JUST 支援は高等教育分野の主要プロジェクトとして位置づけられており、本プロ

ジェクトは JCAP に沿うものである。 

 

  
 

7 「質の向上」では具体的には「21 世紀に必要なスキルの習得」「教職員の能力向上」「革新的で多様な学術プログラムの開発」

等を、「公平性の実現」は「入学試験システム・政策の開発」等を、「競争力の強化」は「国際的な教育報告書での競争力の

向上」「労働市場と教育システムのダイナミックな関係の活性化」等をめざしている。（出所：持続的開発戦略：エジプトビ

ジョン 2030） 



－12－ 

（3）ターゲットグループや裨益者のニーズとの整合性 

エジプトの高等教育セクターでは、先端的な教育を行う大学（特に国立大学）は限定的で

あり、優秀な人材の国外への頭脳流出と、教員 1 人当たりの学生数の増大による教育の質の

低下、そして座学による理論中心の教育が大きな課題となっている。E-JUST は少ない教員学

生比率を維持し、アクティブラーニングを採用し、実践・実験的な教育を提供することで、

これらの課題に対応し、少人数教育による丁寧な指導の下、質の高い教育を提供してきてい

る。またエジプトの産業では、語学（英語）力やコミュニケーション能力、問題解決能力に

優れ、チームで働くことができ、分野横断的な考え方ができる人材の需要が高まっている。

E-JUST では語学力が弱い学生には予備課程を提供予定であり、また課題解決型学習等のアク

ティブラーニングやインターンシップの機会提供を通じてコミュニケーション能力や問題解

決能力等の 21 世紀に必要なスキルを身につけた人材を育成することで、同国産業界の需要に

も応えることができる。 

さらに、E-JUST のビジョンは「世界レベルの高等教育・研究拠点」となることであり、本

プロジェクトのプロジェクト目標「E-JUST がエジプト国内トップレベルの研究・教育大学と

しての基盤を確立する」はこのビジョン達成を支援する点で C/P 機関のニーズに合致してい

る。 

したがって、E-JUST のエジプト国内や中東・アフリカ地域における卓越した高等教育と科

学研究の拠点化と、高等教育セクターや産業界の発展に寄与する人材の輩出を支援すること

は、エジプトの高等教育機関、産業界及び C/P 機関のニーズを満たした協力手法であるとい

える。 

 

（4）先行プロジェクトまでの成果と課題との整合性 

先行プロジェクト（フェーズ 2）では、先々行プロジェクト（フェーズ 1）の成果を生かし

て工学系大学院の教育・研究の質を高め、工学部と国際ビジネス・人文学部の学部プログラ

ムを開講し、産業界や地域社会等との連携を深め、大学運営の基盤を強化した。本プロジェ

クトでは、これらの成果に基づいて、成果 1、2 で工学部及び国際ビジネス・人文学部の自立

的な大学院・学部運営能力の強化と質の高い教育・研究の持続的な実施を図り、成果 3 で全

学的な教養教育の実施を図ることで高度な専門性に加えて幅広い教養を身につけた研究者や

技術者を育成し、かつ自立的に各学部を運営することができる。また成果 4 と 5 を通じて教

育・研究成果の社会への還元を支援し、質の高い教育・研究を支えるための大学運営能力を

高めることができる。このように、本プロジェクト（フェーズ 3）は先行プロジェクトの成

果を強化し、発展させる内容であることから、これまでの成果との整合性は高い。また、先

行プロジェクトによる約 10 年間の成果を踏まえ、かつ JICA による E-JUST への将来的な投

入減少を見据えて、本プロジェクトにおいて、E-JUST が自立的・持続的に大学を運営できる

能力の強化を図ることは適切と考えられる。 

今後の課題として、開講したばかりの学部運営に係る技術支援、持続性を高めるための財

務計画を含む中長期計画の策定支援と事務部門の計画能力の強化、国内外の高等教育機関や

産業界とのネットワークの強化、全学的な安全管理/体制の整備等の必要性が先行プロジェク

トの終了時評価で指摘されており、本プロジェクトではこれらの課題に対応した計画となっ

ている。 
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４－２ 有効性 

プロジェクト目標の達成見込みは高いことから、本プロジェクトの有効性は高い。 

「４－１ 妥当性」に既述のとおり、本プロジェクトは先行プロジェクトの成果を強化し、発

展させる内容であることから、設定された期間内（5 年間）での各成果の達成見込みは高いと考

えられる。本プロジェクトにはプロジェクト目標を達成するために必要な成果がすべて含まれて

おり、各成果の達成見込みが高いことから、プロジェクト目標の達成見込みも高く、したがって、

本プロジェクトの有効性は高いと考えられる。 

ただし、トップレベルの大学としての基盤確立にはある程度の規模の学生・教員数の確保が研

究面からも大学運営面からも重要であり、そのためには早急なメインキャンパスの完工と中長期

計画の策定・実施が必要である。 

 

４－３ 効率性 

高いオーナーシップや本邦大学、長期・短期専門家との関係性、先方実施機関との信頼関係の

構築、ノウハウの蓄積等を通じて投入が成果産出に効果的に活用される可能性が高い一方で、一

部の投入（人員配置、キャンパス整備、機材）が効率性に影響する可能性があることから、本プ

ロジェクトの効率性は比較的高い。 

本プロジェクトでは先方実施機関のオーナーシップが非常に高く、活動を実施するにあたり十

分な量と質の投入（教員配置を除く）が確保される可能性が高い。また、本プロジェクトでは特

に工学部において先行プロジェクト（フェーズ 1・2）を通して関係者との信頼関係が構築されて

きており、プロジェクト実施による経験とノウハウも蓄積されてきていることから、投入が成果

達成に効果的に活用される可能性が高い。本邦支援大学及び専門家は、C/P 機関の現状について

十分把握したうえでニーズに沿った適切な支援を実施することが可能である。他方、国際ビジネ

ス・人文学部は本プロジェクト開始時点で開講後 1.5 年程度しか経過しておらず、本プロジェク

トにおいて更に信頼関係を構築・強化する必要がある。 

投入の大きな部分を占める本邦支援大学教員の派遣に関しては、先行プロジェクトを通じて質

の高い教育・研究の実施に大きな成果を上げてきている。したがって、本プロジェクトでは大学

院や学部の自立的な運営の支援に主な焦点を当てて投入を削減することで、効率性・持続性を高

める工夫がなされている。ただし先行プロジェクトとは異なる新規の業務内容が含まれているこ

とから、達成すべき成果について JICA と大学間で十分な認識を共有することが投入を最大限に

活用するうえで重要である。 

またエジプト側教職員についても、今後メインキャンパスの完工と学生数の増加に伴い、更に

教職員数の増加が必要になる。トップレベルの大学として教員に求めるレベルが高く、迅速な教

員の確保が困難であることはある程度やむを得ないものの、現在人員が不足している国際ビジネ

ス・人文学部の専任教員等成果発現のために十分な人員が配置される必要がある。また、人員の

充足に加えて、トップレベルの研究者にとって魅力的な教育・研究環境の整備を通じて離職を防

ぐ努力も重要と考えられる。 

その他効率性に関する留意点としては、メインキャンパス整備と機材の維持管理が挙げられる。

進行中のエジプト政府によるキャンパス建設事業について、2019 年 1 月中の完工にエジプト側の
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努力が求められることは本プロジェクトの詳細計画策定調査 M/M で合意されている8。トップレ

ベルの研究大学の基盤強化として早期のメインキャンパスの整備は必要不可欠であり、もしも

2019 年 1 月中の完工が遅れた場合は無償資金協力による工学部用機材が搬入できず、工学部の講

義実施に影響をきたす恐れがあり、投入（人員・機材等）を十分に生かせない可能性がある。ま

た、機材が十分に運用・維持管理されて予期する成果を達成するためには、全学的な安全管理制

度の構築が重要である。 

したがって、効率性を高めるために人員の十分な配置、メインキャンパスの迅速な整備、全学

的な安全管理制度の構築が適切になされるようモニタリングを行い、適宜必要な働きかけを行っ

ていく必要がある。 

 

４－４ インパクト 

上位目標の達成見込みが高く、複数の正のインパクトが予想されることから、本プロジェクト

のインパクトは高いと見込まれる。 

 

（1）上位目標の達成見込み 

本プロジェクトの上位目標は、「E-JUST が輩出する産業・科学技術人材が中東・アフリカ

地域の高等教育セクターや産業界の発展に貢献する」である。先行プロジェクト（フェーズ

2）までのエジプト人修了生の 90％（終了時評価時点）は博士号取得後に国内大学に勤務し、

研究発展及び後進の育成に貢献することで頭脳流出を抑制していることが明らかになってい

る。また、E-JUST にはエジプトの他大学から学位取得のために一定期間就学し、その後は元

の本務校に戻ることから、エジプト国内の教育・研究の高度化にも貢献しているといえる。

実際に、フェーズ 2 の中間レビューや終了時評価での聞き取り調査においても、修了生の教

育や研究に関するさまざまな業績が報告されている。また先端機材を用いたエジプト国内の

研究高度化や産学連携の促進により産業界への貢献も予想される。さらに、JICA の第三国研

修により受入れを支援しているアフリカからの留学生は、修了後に母国の発展に貢献するこ

とが期待されていることから、中東・アフリカ地域の発展への貢献も予想される。したがっ

て、E-JUST 修了生がエジプトや中東・アフリカ地域の高等教育セクターや産業界の発展に貢

献する可能性は高いことから、上位目標が達成される見込みは高い。 

 

（2）その他の想定されるインパクト 

上位目標以外にも、以下のとおり多様な正のインパクトの発現が見込まれる。 

 

・日本の高等教育機関の経験に基づいた教育・研究・大学運営モデルの他大学への普及。具

体的な普及内容としては、アクティブラーニングの採用、実践・実験的な教育、研究室中

心型教育、丁寧な指導に基づいたインターンシップ機会の提供、ゼミ制度、キャリア支援

プログラム、日本レベルの安全管理制度、独自入試の実施等が考えられる。先行プロジェ

クト（フェーズ 2）の終了時評価調査では、E-JUST 修了生が母校に戻り、アクティブラー

ニングや実験的な教育等の手法を用いて教育を提供し、学生からの評価が高いことが報告

 
8 既述のとおり 2019 年 12 月現在メインキャンパスの一部が完工、運用が開始されている状況であり、全面的な完工には至っ

ていない。 
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されている。 

・本邦支援大学の国際化への貢献や研究促進。具体的には、優秀な留学生の受入れによる国

際化と日本人学生へのインパクト、E-JUST の学生・教員との共同論文の執筆等。 

・優秀な研究者・技術者の供給、産学連携による研究開発の促進等を通じたエジプト産業界

への貢献。 

・学生数の増加や、エジプト国内外の高等教育機関・関連機関等からの訪問者数の増加によ

るボルグ・エル・アラブ市の地域経済の活性化。 

 

（3）女性、貧困層、社会的弱者への配慮 

第 17 回理事会報告書によると、工学系大学院における E-JUST の女子学生比率は 2018 年

の春学期には 45％と過去最高を記録し、E-JUST 設立の目的の 1 つである「国外留学が難し

い女子学生にも国際レベルの大学院教育を提供する」を実現しつつあることを示唆している。 

 

（4）負のインパクト 

詳細計画時点で本プロジェクトによる負のインパクトは予想されていない。 

 

４－５ 持続性 

政策・制度面の持続性は高く、その他の観点の持続性は比較的高いことから、全体的に持続性

は比較的高いと考えられる。 

 

（1）政策・制度面 

政策・制度面での持続性は高い。 

「４－１ 妥当性」で既述のとおり、エジプト政府の開発政策・高等教育政策（「持続的開

発戦略：エジプトビジョン 2030」「高等教育開発のための政府戦略 2015-2030」）は本プロジ

ェクトと整合性が高く、いずれも 2030 年まで有効であることから、本プロジェクト終了後も

開発効果の持続性に影響するような大きな政策変更は予想されない。また、E-JUST 運営に関

する必要な法制度（2014 年の大統領令 132 号や 2015 年の首相令 102 号等）も既に整備され

ていることから、政策・制度面での持続性は高い。 

 

（2）組織・財務面 

人材・組織体制面の持続性は比較的高い。 

人材面では、実施機関（E-JUST）の本プロジェクトへのオーナーシップは非常に高く、離

職率も下がりつつあることから、今後もおおむね必要な人材が配置されると考えられる。一

方で、移転技術の持続性確保の観点から、国際ビジネス・人文学部は専任教員の確保が必要

である。 

組織体制面では、先行プロジェクトを通じて質の高い教育・研究の実施と大学運営のため

の体制が既に整備されている。本プロジェクトを通じて 2017 年 9 月に開設されたばかりの学

士課程の体制強化や、今後開設される国際ビジネス・人文学系大学院研究科新規専攻や同学

部新規学科の設置支援、キャリア支援や事務部門の計画能力の強化等の活動を行うことで、

プロジェクト終了後には更に体制面の持続性が高まると予想される。また、本邦支援大学や
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エジプト国内外の高等教育機関、民間企業等との交流協定（Minutes of Understandings：MOU）

は年々増加しており、質の高い教育や研究、産学連携を促進するためのネットワークは本プ

ロジェクト終了後も維持・強化されると見込まれる。一方で、本プロジェクト終了後は本邦

支援大学からの支援縮小が予想されることから、中長期計画の策定を通じて本邦支援大学の

技術支援が不可欠な分野の特定や代替リソースの検討、本プロジェクト期間中の本邦支援大

学との互恵的な関係性の構築が重要となる。 

財務面の持続性は比較的高い。E-JUST はこれまで政府から多大な資金援助9を受けており、

E-JUST 学長及び事務総長への聞き取り調査では、今後もエジプト政府から E-JUST への財政

支援が継続すると見込まれている。ただし、エジプト政府は 2030 年までに新規に 20 大学（私

立大学等を含む）の設置をめざしており、今後の支援の規模と期間については留意が必要で

ある。 

一方で、E-JUST 学長への聞き取り調査によると、10 年後に学生の授業料収入による自立

運営をめざしているとのこと。本プロジェクト終了時点（5 年後）での完全な財政的な自立

は難しいかもしれないが、先行プロジェクト（フェーズ 2）終了時評価時点で自費学生の増

加や民間奨学金の増加等の成果を上げ始めており、本プロジェクト内で産学連携の促進や、

財務計画を含めた中長期計画の策定と実施等財務面での持続性を高めるための活動が計画さ

れていることから、本プロジェクト終了時時点での財務面での持続性は高まると予想される。 

 

（3）技術面 

技術面の持続性は比較的高い。 

本プロジェクトの活動は先行プロジェクトで活動を実施してきた分野の継続支援が多く、

技術的に受容される可能性が低いものや実施機関のみでの維持が難しいものは少ないと考え

られる。一方で、卒業研究制度や研究室中心型教育、ゼミ制度はエジプトに新しく導入する

教育制度であることから、本プロジェクト終了後に教員が入れ替わっても E-JUST 内で持続

するように、ファカルティ・ディベロップメント（Faculty Development：FD）等の研修の制

度化やマニュアルやガイドラインの作成が新規導入教育制度を技術的に維持するうえで重要

になる。 

機材の運用・維持管理については、先行プロジェクトにおいて技術職員の能力が向上した

ものの、メインキャンパスの完工に伴って技術職員の増員と新規機材の供与、30 以上の研究

室の開設、全学的な安全管理体制の構築が行われることから、技術を維持するためには本プ

ロジェクトにおいても十分な指導・研修とマニュアルやガイドラインの作成等の活動が継続

して必要であると考えられる。 

  

 
9 2016 年度の総収入は建設費用・奨学金も含めて約 30 億円（運営費用は約 2 億 2,000 万円）。 
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第５章 団長所感 
 

先行プロジェクトでは、途中、工学部及び国際ビジネス・人文学部開設という、大きな変更が

なされつつ、学長をはじめとするエジプト側の高いコミットメント、各本邦支援大学をはじめと

する関係機関の多大な貢献により、おおむね所期の成果を上げることができた。論文数、企業か

らの研究資金の獲得等に、それら成果が現れているといえる。 

大きな懸案事項として常に挙がる、エジプト政府によるキャンパス建設も、以前からは想像も

つかないくらいの発展を見せている。カリキュラム等との関係上、建設スケジュールに関して楽

観すべきではないものの、現段階の状況を見る限りは、建設に関しても、エジプト側の高いコミ

ットメントが感じられるものであった。 

E-JUST には、エジプトや周辺国では唯一となる実験・実習機材も導入されている。これら機材

が、優れた研究を促進できる環境、大学としての「売り」となり、良い教員、研究者を引き付け

るカギともなる。キャンパス建設と合わせ、これら機材の維持管理体制の整備や技術移転につい

ても、フェーズ 3 でしっかり集大成することは、優れた研究大学として確立するためにも肝要で

ある。 

留意事項としては、フェーズ 2 の途中で新たに導入された文系の大学院研究科及び学部学科に

関しては、工学系とは支援の経験値が異なるため、支援を進めるにあたって、関係者間で密なコ

ミュニケーションを重ね、日本・エジプト国側双方、支援大学、JICA 間での、意図せぬ認識の齟

齬、またそれに伴う効果的な支援の推進に影響が生じることのなきよう努めることが必要という

点がある。 

数十億円規模の投入により、E-JUST の基礎を固める支援としては、フェーズ 3 を最後とするこ

とで、高等教育省、E-JUST と一応の理解を得た。他方で、日本とともにつくってきた大学である

ことや、他の外国支援大学とは異なり、日本人が現場で実際に、技術面だけでなく、物事への取

り組み姿勢等も含めたものを見せてくれることについての高い評価と、それらを踏まえた、将来

的な新たな共同事業に対する意欲と期待も大きい。累次の TICAD も念頭に、E-JUST で築いたア

セットを上手に生かし、日本による将来のより効果的なアフリカ支援につなげるためにも、フェ

ーズ 3 でしっかりと E-JUST の財政面、また、本邦大学との協力関係の更なる強化を図ることと

致したい。 

なお、今次の調査団で、高等教育大臣や E-JUST 学長には、大規模な形でのプロジェクト実施

はフェーズ 3 で一応の目途をつけることにつき説明済みであるも、今後 E-JUST のエジプト側理

事が揃う BOT で、どのように説明をし、理解を得るかが大きなポイントとなってくると考えられ

る。 
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